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教 育 委 員 会 資 料 

令和 3 年 5 月 27 日 

地域教育力推進課 

 

 

「いたばし子ども未来応援宣言 2025」実施計画 2025 の策定方針について（案） 

 

１ 策定の目的 

 板橋区では、平成 28（2016）年、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で支援し、子育

てしやすい環境を整備するため、「いたばし子ども未来応援宣言 2025」を策定し、令和元（2019）

年には、その実施計画である「実施計画 2021」を策定した。また、平成 29（2017）年には、次代

を担う子ども・若者が健やかな成長を遂げ、すべての人が活躍できる社会の形成をめざし、「板橋区

子ども・若者計画 2021」を策定した。 

 これらの計画策定後、新型コロナウイルス感染症の影響により、子ども・若者・子育て家庭の安

心・安全が脅かされており、ＳDGs の理念を踏まえ、誰一人取り残すことなく切れ目なく支援する

必要がますます高まっている。令和４（2022）年度に開設予定の「(仮称)板橋区子ども家庭総合支

援センター」は、この必要に応える強みとなる。また、かかる環境のもとにあっても、支援を確実に

届けるために、手続きのデジタル化・オンライン化など、デジタルトランスフォーメーション（DX）

を積極的に推進する必要がある。 

 以上を踏まえ、「いたばし子ども未来応援宣言 2025」実施計画 2025（以下「実施計画 2025」と

いう。）では、子育てしやすい環境の整備を図る計画と、かかる環境のもとで健やかな成長を遂げた

子ども・若者の自立・活躍を推進する計画を統合し、DX を推進しながら、妊娠・出産から若者の社

会的自立にいたるまで切れ目なく支援する体制を整える。こうした取組を通じ、「若い世代が住み続

けたくなる・住みたくなるまち」としてのブランドを確立する。 

 

誰一人取り残さず、未来を担うすべての子ども・若者・子育て家庭を応援します！

➡「若い世代が住み続けたくなる・住みたくなるまち」板橋ブランドの確立

ＳＤＧｓ（妊娠・出産から若者の社会的自立にいたるまで切れ目なく支援）

ＤＸ（手続きのデジタル化・オンライン化、魅力ある情報発信など）

いたばし子ども未来応援宣言2025実施計画2021

子育て家庭を社会全体で支援し、

子育てしやすい環境の整備を図る計画

・ＣＡＰ’Ｓ児童館

・子どもの居場所づくり など

板橋区子ども・若者計画2021

健やかな成長を遂げた子ども・若者が

自立・活躍できる社会を作る計画

・中高生勉強会「学びｉプレイス」

・住まい応援プロジェクト など

（仮称）板橋区子ども

家庭総合支援センター

統 合

地－１ 
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２ 計画期間 

 「実施計画 2025」は、令和４（2022）年度から令和７（2025）年度までの４年間を計画期間

とする。 

 
  ※第２編 板橋区子ども・子育て支援事業計画は、第２期（令和 2（2020）年度～令和６（2024）年度）を策定済み 

 

３ 計画の位置づけ 

 「実施計画 2025」は、次世代育成支援対策推進法第８条に基づく「市町村行動計画」の実施計画

にあたるとともに、子ども・若者育成支援推進法第９条第２項に基づく「市町村子ども・若者計画」

及び子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条に基づく「市町村計画」を包含するものとする。 

 

 
 

平成

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

令和

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

いたばし子ども未来応援宣言2 0 2 5

第１編 実施計画2018 第１編 実施計画2021 第１編※ 実施計画2025

板橋区子ども・若者計画2021 統合

いたばし子ども未来応援宣言2025

板橋区基本構想

いたばし№１実現プラン2025

関連法令 板橋区教育ビジョン2025
いたばし学び支援プラン2025

いたばしアクティブプラン2025

第１編

「次世代育成推進行動計画」編

実施計画２０２５

子ども・若者

育成支援推進法

板橋区子ども・若者計画

次世代育成支援

対策推進法

子どもの貧困対策の

推進に関する法律

関連諸計画

いたばし健康プラン

後期行動計画2022

板橋区障がい者計画2023

障がい福祉計画（第6期）

障がい児福祉計画（第2期）

連携

整合

連携・整合

地域でつながるいたばし保健福祉プラン2025
実施計画2025

板橋区基本計画2025

DX

SDGs

ブランド
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４ 検討体制 

（１）庁内検討会議 

下記を構成員とする庁内検討会議を開催し、計画策定を進める。 

①子ども・子育て支援本部 

区長（本部長）、副区長（副本部長）、教育長、政策経営部長、総務部長、危機管理部長、区

民文化部長、産業経済部長、健康生きがい部長、保健所長、福祉部長、子ども家庭部長、児童

相談所開設準備担当部長、資源環境部長、都市整備部長、土木部長、教育委員会事務局次長、

地域教育力担当部長 

 

②次世代育成支援連絡調整会議、子ども・若者育成支援連絡調整会議、子どもの貧困対策連絡調

整会議（以下「合同連絡調整会議」という。） 

子ども家庭部長、地域教育力担当部長、政策企画課長、経営改革推進課長、財政課長、人事

課長、男女社会参画課長、地域振興課長、スポーツ振興課長、産業振興課長、健康推進課長、

予防対策課長、板橋健康福祉センター所長、生活支援課長、障がい政策課長、板橋福祉事務所

長、子ども政策課長、保育サービス課長、子育て支援施設課長、児童相談所開設準備課長、子

ども家庭支援センター所長、住宅政策課長、教育総務課長、学務課長、指導室長、生涯学習課

長、地域教育力推進課長、教育支援センター所長 

 

（２）子ども・子育て会議 

  学識経験者や外部委員等で構成した子ども・子育て会議で意見を聴取し計画に反映させていく。

なお、構成員については、学識経験者２名、関係団体代表者 12 名、区民委員３名の 17 名となっ

ている。 

 

 

 

 
 

 

 

次世代育成支援連絡調整会議

子どもの貧困対策連絡調整会議

子ども・若者育成支援連絡調整会議

合同連絡

調整会議

(1) 庁内検討会議

(2)

子ども・子育て会議

子ども・子育て支援本部

意見聴取

意見
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５ 今後のスケジュール 
 

月 計画工程 会議名 区議会 

４ 

上旬  

■合同連絡調整会議 
  中旬 

下旬 

５ 

上旬  

■庁議（子ども・子育て支援本部）  中旬 

下旬 

６ 

上旬   
■子ども・子育て会議 ■文教児童委員会 

・策定方針報告 
 
 

中旬 

下旬 

７ 

上旬  
■合同連絡調整会議 
 
■庁議（子ども・子育て支援本部） 
 

 中旬 

下旬 

８ 

上旬   
 
 
■子ども・子育て会議 
 

 中旬 

下旬 

９ 

上旬    

中旬 

下旬 

10 

上旬  
■合同連絡調整会議 
 
■庁議（子ども・子育て支援本部） 
 

 

中旬 

下旬 

11 

上旬   
■子ども・子育て会議 
 
■パブリックコメント募集 
 
 

 
 
■文教児童委員会 
・素案報告 

 
 

中旬 

下旬 

12 

上旬   
■合同連絡調整会議 
 
 
■子ども・子育て会議 

 

中旬 

下旬 

１ 

上旬   
■庁議（子ども・子育て支援本部） 
 
 
 

 

中旬 

下旬 

２ 

上旬  

 
 
 

 
 
■文教児童委員会 
・策定報告 

 

中旬 

下旬 

３ 

上旬    

中旬 

下旬 

素案調整 

パブリック 
コメント募集 

計画の決定 

印刷・製本 

計画骨子調整 

策定方針の決定 

原案調整 


